
「イスラム国」に関する国連安保理決議 2170 

              2014年 8月 15 日採択 

 安全保障理事会は、 その決議 1267（1999年）、1373（2001年）、1618（2005 年）、1624

（2005 年）、2083（2012 年）、2129（2013 年）、2133（2014 年）、2161（2014 年）お

よびその関 連議長声明を再確認し、イラク共和国およびシリア・アラブ共和国の独立、主

権、統一および領土保全を再確認するとともに、さらに国連憲章の目的と原則を再確認し、

イラクおよびシリアの一部の領域が「イラクとレバントにおけるイスラム国」（ＩＳＩＬ）

およびヌスラ戦線（ＡＮＦ）の支配下に置かれていることに重大な懸念を表明するととも

に、両者の存在、その暴力的な過激イデオロギー、 その行動がイラク、シリアおよび地域

の安定に及ぼす否 定的影響―何百万人の強制退去につながっている、文民への破壊的な人

道上の影響を含む―について、ならびに、 宗派間の緊張を煽っている彼らの暴力行為につ

いて、重大な懸念を表明し、 文民の死やその他の犠牲、資産や文化的宗教的施設の破壊を

引き起こして安定をほりくずすことを目的にした現在進行中の複合的な犯罪的テロ行為に

関して、ＩＳＩＬ、 ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業

および団体にたいする非難をあらためて強調するとともに、決議 2161（2014 年）にある

資産凍結、 渡航禁止、武器禁輸の要請がＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携して

いるすべての個人、集団、事業および 団体に適用されることを想起し、ＩＳＩＬの行為を

含めテロリズムは、いかなる宗教、国籍、文明とも関連付けることはできないし、関連付

けてはならないことを再確認し、  

 テロリズムは、テロの脅威を妨げ、撃退し、孤立させ、無力化するための、すべての国

家、国際組織および地域組織の積極的参加および協力をともなう持続的で包括的なアプロ

ーチによってのみ打破することができることを強調し、加盟国は、本決議を履行する場合

を含め、テロリズムとたたかうためにとられるいかなる措置も、国際人権法、難民法、国

際人道法をはじめ国際法上のすべての義務に合致するようにしなければならないことを再

確認するとともに、効果的な対テロリズム措置と人権の尊重、基本的自由、および法の支

配は相互補完的で相互に強め合うものであり、対テロリズムの取り組みが成功するための

不可欠の部分であることを強調し、テロを効果的に防 止してそれとたたかううえで法の支

配を尊重する重要性に注目し、 

すべての関係者にたいし、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての

個人、集団、事業および団体による暴力行為や、とりわけあらゆる形態の性暴力を受ける、

女性および子どもをはじめ、文民を保護するよう勧奨し、国連憲章および適用可能な国際

人権法、難民・人道法を含む国際法に従って、テロ行為による国際の平和と安全にたいす

る脅威にたいして、あらゆる手段でたたかう必要を再確認するとともに、この関連でこう

した取組みを主導して調整するうえで国連の果たす重要な役割を強調し、ＩＳＩＬ、ＡＮ

Ｆ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業および団体が国際の平和

と安全にもたらす継続的な脅威に懸念をもって注目するとともに、この脅威のすべての側

面に対処する安保理の決意を再確認し、 国連憲章第 7章のもとで行動し、  

 

１、ＩＳＩＬのテロ行為とその暴力的な過激イデオロギー、目に余る系統的で広範な人権

侵害の継続、国際人道法の蹂躙をもっとも強い言葉で非難し、糾弾する。 

 



２、とりわけシリアのラッカ、デリゾール、アレッポ、イドリブ県、イラク北部のタミム

〔キルーク〕、サラヘディン、ニーナワー県における、無差別の殺害や文民を意図的に標的

とする行為、多数の残虐行為、集団処刑、兵士を含む裁判なしの殺害、宗教あるいは信仰

にもとづく個人や地域社会の迫害、文民の誘拐、少数派構成員の立ち退き強制、子どもの

殺害や致傷行為、子どもの新兵採用と利用、レイプやその他の形態の性暴力、恣意的な身

柄拘束、学校・病 院への攻撃、文化的宗教的施設の破壊、教育の権利を含む経済・社会・

文化的諸権利の行使の妨害を強く糾弾する。 

 

３、民族的あるいは政治的背景を理由として文民の住民を対象にして行われる広範囲また

は系統的な攻撃は 人道に対する罪になることを想起し、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカ

イダと連携しているすべての個人、集団、事業および団体が確実に人権侵害と国際人道法

違反の責任をとるようにする必要性を強調し、すべての国家に対して、こうした違反・侵

害を阻止するよう求める。 

 

４、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業およ

び団体がすべての暴力とテロ行為を中止し、直ちに武装解除し解散することを要求する。 

 

５、すべての国家に対して、決議 1373（2001 年）のもとでの義務にしたがって、テロ行

為を実行・組織し、これに資金提供している ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携

しているすべての個人、集団、事業および団体を見いだし、法の裁きにかける活動で協力

するよう求め、この点で、地域的な協力の重要性を強調する。 

 

６、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、アルカイダと連携している個人および団体が行っている、過激主

義と不寛容によって動機づけられるテロ行為の扇動に反撃し、テロリストとその支 持者た

ちによる教育・文化・宗教機関の破壊活動を予防するため、すべての国家にたいして、国

際法のもとでの義務に従って必要かつ適切なあらゆる措置をとるよう改めて呼び掛ける。 

 

 外国人テロリスト戦闘員 

 

７、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業およ

び団体による外国人テロリスト―その存在は紛争を激化させ、暴力の過激化を助長してい

る―の徴募を非難するとともに、ＩＳＩＬその他のテロ集団と連携しているすべての外国

人テロリスト戦闘員が直ちに退去するよう要求する。アルカイダ制裁態勢 のもとで、ＩＳ

ＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業および団体の

活動のために徴募している、あるいは、同活動に参加している者のリスト作成を検討する

用意があることを表明する。これには、ＩＳＩＬまたはＡＮＦのための外国人テロリスト

戦闘員の渡航の資金調達や支援活動によるものを含む。  

 

８、すべての加盟国にたいし、外国人テロリストの流入を抑制し、適用可能な国際法に従

って、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業お

よび団体の外国人テロリスト戦闘員を法の裁きにかける国内措置を講じることを求める。

さらに、テロリストやテロ集団の移動を、適用可能な国際法に従って、とりわけ効果的な



国境管理によって防止し、この関連で、主管当局間で情報を迅速に交換し、テロリストお

よびテロ集団の自国領域への／からの移動、テロリストへの武器の供給ならびにテロリス

トを支援する資金調達を防止するための協力を改善するうえでの、加盟国の義務をあらた

めて強調する。 

 

９、すべての加盟国にたいし、自国領内で徴募や暴力的過激化の危険のある者に関与し、

ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他 アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業および団

体の支援や戦闘参加の目的でシリアやイラクに渡航するのを思いとどまらせるために関与

するよう勧奨する。 

 

10、各国は、自国領からの、または、自国領外の自国民による、または、自国の船舶や航

空機を利用しての、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての 個人、

集団、事業および団体にたいする、武器およびあらゆる種類の関連物資―武器・弾薬、軍

用車両、軍用装 備、準軍用装備、これらの交換部品、および、軍事活動に関係する技術的

助言、援助または訓練を含む―の直接または間接の供給、販売、移転、を防止するとの安

保理 の決定を再確認するとともに、兵器取引に関する実際的な情報の交換を強め、加速す

る方法を見いだし、国内・ 準地域・地域・国際レベルでの取り組みの連携を強化するよう

求める安保理のよびかけを再確認する。  

 

テロリストの資金調達 

 

11、決議 1373（2001 年）、とりわけ、すべての国は、テロ集団の構成員の徴募を抑圧し、

テロリストへの兵器供給をなくすことを含めて、テロ行為の資金調達を防止・抑止し、テ

ロ行為に関与している団体や個人にたいする、積極的であれ消極的であれ、あらゆる形態

の支援提供を控えるとの安保理の決定を再確認する。  

 

12、すべての国は、いかなる資金や金融資産、経済資源も、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他ア

ルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業および団体の利益のために、直接であ

れ間接であれ、自国民あるいは自国領内にいる人物によって、利用されないよう保証する

との決議 2161 （2014 年）の決定を想起しつつ、すべての国は、自国民または自国領土内

の人物や団体が、テロ行為を実行、あるいは実行を試み、あるいは実行の支援や加担を行

う人物の利益のために、あるいは、こうした人物が所有または、直接・間接にコントロー

ルしている団体や、こうした人物を代表して、あるいは、その指揮のもとに活動する団体

の利益のために、直接であれ間接であれ、資金や金融資産、経済資源または金融関連サー

ビスを利用可能にすることを禁止するとの決議 1373（2001年）の決定を再確認する。 

 

13、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業およ

び団体が支配している油田と関連インフラが、彼らの徴募活動を助け、テロ攻撃を組織・

遂行する作戦上の能力を強化する収入を生み出していることを懸念しつつ注目する。 

 

14、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連携しているすべての個人、集団、事業およ

び団体が関わる直接・間接の貿易への関与を糾弾しつつ、こうした貿易は、決議 1267（1999 



年）と 1989（2011 年）にもとづいた委員会が指定する団体への資金援助になること、ま

た、委員会による指定団体リストの拡充につながることを改めて強調する。  

 

15、自国民あるいは自国領内の人物が、委員会によって指定された個人や団体、あるいは

指定団体を代表し、またはその指揮のもとに活動する者に寄付を行わないようにすること

を保証する義務をすべての加盟国が順守する重要性を強調する。 

 

16、ＩＳＩＬが支配する領域内を出発した航空機やその他の運搬手段が、国際市場での売

却をめざす金などの高 価な品目や経済資源の運搬のために、あるいは、資産凍 結違反と

なりかねない他の活動に利用されている可能性があることに懸念を表明する。 〔……〕  

 

制裁措置 

 

18、ＩＳＩＬはアルカイダの分派集団であり、ＩＳＩＬとＡＮＦはアルカイダ制裁リスト

に含まれていることを想起しつつ、この点で、ＩＳＩＬ、ＡＮＦ、その他アルカイダと連

携しているすべての個人、集団、事業および団体のために資金調達や武器供与、作戦提供

や徴募活動を行っている者など、インターネットやソーシャル・メディアなどの通信技術

やその他の手段を通じて、ＩＳＩＬあるいはＡＮＦに対して支援を供給している個人、集

団、事業および団体のリスト作成を検討する用意があることを表明する。 

 

19、本決議の付属文書において特定する個人が、決議 2161（2014 年）の第 1 段落で示さ

れる措置の対象となり、アルカイダ制裁リストに加えられることを決定する。 〔……〕  

 

報告 

 

22、監視チームに対して、ＩＳＩＬとＡＮＦによる脅威― 地域全体に対する脅威も含めて

―、彼らの武器・資金・徴募・人員数情報、脅威に対処するための追加的行動の勧告につ

いての報告を、９０日以内に委員会に提出するよう指示するとともに、この報告に関する

委員会での討論の後、その主要な結果について委員長が安保理に説明するよう要請する。  

 

以上 

 


